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事 務 所 だ よ り  

 

令和２年４月号  

～令和２年４月から施行されます！～ 

 現在、労働基準法第 115条では、労働者が未払い賃金などを請求できるのは「過去２年分」

までと規定しています。ここでいう「賃金」とは，労働の対償として支払われる全てのものを

いい，残業代も含まれます。厚生労働大臣から令和 2年 1月 10日付で、賃金等請求権の消滅時

効の期間を含む労働基準法を改正する法律案の要綱が示されました。その内容は、賃金等を請求できる期間を、

現行の 2年から当面3年に延長するというものです。今回は改正のポイントやその背景についてまとめました。 

民法改正による影響 

今回の賃金等請求権の時効延長には、約 120年ぶりに改正される民

法が深く関わっています。1896年制定の民法では、賃金等請求権は

1年とされていましたが、1947年制定の労働基準法では労働者保護

の観点から 2年とする特例が設けられました。しかし、2020年 4月

に改正される民法では原則的に「すべての債権の時効が 5年」と規

定されます。それに対応し、労働基準法では労働者の権利を守るた

め将来は 5年への延長を視野にいれつつ、企業経営の負担が過大に

ならないよう、経過措置として当面は 3年に延長する見込みです。 

賃金等請求権の消滅時効の改正のポイント 

・賃金請求権の消滅時効の期間は、民法の一部改正とのバランスも踏まえ、「5年」とする。 

 ※当分の間、現行の労基法に規定する記録の保存の期間に合わせて「3年」間とする。 

・退職手当の請求権の消滅時効の期間については、現行の「5年」を維持。 

・起算点は、現行の労基法の「客観的起算点（権利を行使することができる時から起算）」を維持する。 

・賃金請求権以外の請求権（年次有給休暇請求権・災害補償請求権は 2年、帰郷旅費は契約解除より 14日以内

等）の消滅時効の期間については、現行の消滅時効の期間を維持する。 

・労働者名簿や賃金台帳等の記録の保存の期間については、賃金請求権の消滅時効の期間に合わせて原則は「5

年」としつつ、当分の間は「3年」とする。 

・付加金の請求期間については、賃金請求権の消滅時効の期間に合わせて原則「5年」とする。 

 ※当分の間は「3年」とする。 

・施行期日については、民法一部改正法の施行の日（「令和 2年 4月 1日」）とする。 

・労基法における経過措置として、「施行期日以後に賃金の支払期日が到来した賃金請求権」

の消滅時効の期間について改正法を適用することとし、付加金の請求の期間についても同様の取扱いとする。 
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 ～新型コロナウイルスに関する企業の対応や休業対策等、情報提供を行っていきます～ 

臨時休校の小学生等に通う子の保護者である従業員が休職した場合の対応 

１ 発熱や咳があり新型コロナに感染したおそれのある子の従業員を優先して、申請があれば

業務の正常な運営に支障が出ない範囲で、特別な有給休暇（年次有給休暇とは別の制度）

を与えて下さい。 

体調に変化がない子の従業員の場合にも、業務に支障がない場合には申請により与えて下さい。 

２ 勤務シフト表を作成して、勤務日と公休日を明確にして、勤務日に休職した場合については、特別有給休

暇と表記して下さい。特別有給休暇については全額助成金が支払われます。（上限 8,330円/日） 

３ この場合の給与計算上の注意点 

① 月給制の場合  特別有給休暇を使った場合は、一旦その日数分を欠勤控除して、「特別有給休暇」という

支給項目を作成しそこに欠勤控除額と同額を支給して下さい。 

② 時給・日給制の場合 通常の勤務分と特別有給休暇分が判るように「特別有給休暇」という支給項目を作

成して日数分を支給して下さい。要は、特別有給休暇分の日数と金額が判ることが重要です。 

４ 適用日：令和 2年 2月 27日～3月 31日の間の休職 （子を思う気持ちは皆同じ、特別有給休暇も公平に）  

※小学校・特別支援学校（高校まで）・幼稚園・保育所・認定こども園等通う子の保護者が対象

で、中学生と高校生の保護者は特別有給休暇の対象ではありません。 

それ以外の従業員の休業対策 

１ 業務の縮小により休業をした場合  雇用調整助成金を活用して下さい 

新型コロナの影響で従業員を休業させた場合、不可抗力であり本来は賃金や休業手当を支払う義務はない

のですが、従業員の雇用を維持し生活を守るために休業手当（労基法 26 条では平均賃金の 60％以上）を支

給した場合には、中小企業 3分の 2、大企業 2分の 1が雇用調整助成金により助成されます。（全体の平均賃

金額に休業手当の支給率を乗じた金額 上限 8,330円/日） 

（１） 要件は次の通り      ※計画届の提出期限 令和 2 年 5 月 31 日 

① 令和 2年 1月 24日から 7月 23日までの休業が対象 

② 最近 1ヶ月の販売量や売上高が、前年同期に比べて１０％以上減少していること 

③ 休業対象労働者の要件は他にもありますので、幣所までお問合せ下さい。 

（２）この場合の給与計算上の注意点 

① 月給制の場合  休業した場合は、一旦その日数分を欠勤控除して、「休業手当」という支給項目を作成し

そこに欠勤控除額と同額（休業手当 100％の場合）を支給して下さい。  

② 時給・日給制の場合 通常の勤務分と休業手当分が判るように「休業手当」という支給項目を作成してそ

こに日数分を支給して下さい。要は、休業手当分の日数と金額が判ることが重要です。 

２ 感染のおそれがあり自宅待機など休業を命じた場合 

会社が、休業を指示した場合には、休業手当として平均賃金の 60％を支給して下さい。 

従業員から欠勤の申し出があった場合は、年次有給休暇の申請を勧めるか通常の欠勤となります。 

※感染が明らかになった以降は、休業手当の支払義務はなく、健康保険傷病手当金の請求を行います。 

 

今月も「お遍路にて・・・」はお休みします。次号をお楽しみに！ 


